
埼玉労働局

報道関係者 各位

平成29年上半期の労働災害発生状況（6月末速報値）

～死傷災害は前年比2.5%減少、死亡は前年比8人減少～

埼玉労働局(局長 荒木祥一）は、平成29年上半期に発生した埼玉県内の労働災害の死傷者数を
取りまとめました。
休業4日以上の死傷災害は、前年同期比2.5%減の2,086人、死亡災害は前年同期比8人減の11人と
なりました。
埼玉労働局では、平成25年から平成29年までを計画期間とする「埼玉第12次労働災害防止計画」
に基づき、第三次産業のうち小売業、社会福祉施設、飲食店の3業種、陸上貨物運送事業、製造業
及び建設業を重点業種として定め、労働災害防止団体等と協力しながら、労働災害防止対策を推
進しています。
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１ 平成29年1月から6月末までに把握した労働災害の発生状況

(1) 休業4日以上の傷病と死亡を合計した労働災害（死傷災害）の発生件数は、全産業で
2,086人となっており、前年同期の2,139人に比べ53人、2.5%減少しました。また、重点業種
については、以下のとおりでした。
・ 災害が増加した業種は、建設業243人（前年同期比+40人、19.7%増）、社会福祉施設
114人(同+5人、4.6%増）、飲食店90人（同+1人、1.1%増）、となっており、特に建設業が大
幅に増加しています。
・ 災害が減少した業種は、小売業245人(同-15人、5.8%減）、陸上貨物運送事業400人(同
-23人、5.4%減）、製造業498人(同-27人、5.1%減）となっています。

参照資料「平成28年29年埼玉県内おける業種別・署別労働災害発生状況」：別添1
「埼玉県内における平成29年6月末現在の業種別労働災害発生状況」：別添2
「埼玉県内における6月末の重点業種別死傷災害発生状況」：別添3

(2) 2,086人の災害を事故の型別で見ると、発生件数の多い順に、①転倒445人（同-46人、
9.4%減）、②墜落・転落318人（同+4人、1.3%増）、③動作の反動・無理な動作312人（同-7人、
2.2%減）、④はさまれ・巻き込まれ291人（同－1人、0.3％減）となっており、減少してはいま
すが依然として転倒災害が最多となっています。
重点業種については、建設業と陸上貨物運送業では墜落・転落が最も多く発生したのに
対し、製造業では機械によるはさまれ・巻き込まれが最多となっています。また、社会福祉
施設では動作の反動・無理な動作、小売業では転倒が最も多く、飲食店では昨年に最多
だった転倒を抜いて包丁等による切れ・こすれが最多となっています。

参照資料「埼玉県内における平成29年6月末現在の事故の型別死傷災害発生状況」：別添4
「埼玉県内における6月末現在の事故の型別死傷災害発生状況」：別添5



(3) 労働災害による死亡者数は11人で、前年同期の19人に比べ8人、42.1％減少しました。
重点業種では製造業3人(前年同期比-3人、50%減）、建設業2人（同-1人、33%減)、陸上
貨物運送事業1人(同-2人、67%減）と減少していますが、死亡者全体におけるこれら3業種
が占める割合は約55%と半数を超えています。
全体の事故の型を見ると、はさまれ・巻き込まれが4人で最多となっています。
・ 製造業では3人中2人がはさまれ・巻き込まれとなっています。
・建設業では、昨年最多だった高所からの墜落･転落の死亡災害は発生していませんが、
飛来・落下、激突されがそれぞれ1人となっています。
・陸上貨物運送事業では交通事故による死亡災害は発生していませんが、激突されが1
人となっています。
・その他の業種では、はさまれ・巻き込まれにより廃棄物処理業と警備業で各1人、墜落・
転落により商業(その他の卸売業)で1人、おぼれによりその他の事業で2人となっています。

参照資料「平成29年 死亡災害発生状況」：別添6
「平成29年 死亡災害発生事例」：別添7

２ 埼玉労働局における労働災害防止の推進に向けた取組
埼玉労働局としては、埼玉第12次労働災害防止計画において平成29年までに死傷者数を
4,840人以下とすること、死亡者数を36人以下とすることを目標としており、業種横断的対策
として、転倒災害防止の「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」の展開(別添8参照)や「交通労働
災害防止のためのガイドライン」に基づく指導を行っています。

重点業種のうち、死亡災害が発生している、製造業に関してはリスクアセスメントの実施等
による「挟まれ・巻き込まれ災害」の防止対策を、陸上貨物運送事業については「墜落・転落
災害」等の防止対策を推進するための個別指導や研修会を実施するほか、荷主に対する
荷役災害防止のための説明会等を実施し、建設業に対しては「墜落・転落災害」等の防止
対策を一層推進するため個別指導等を実施します。
なお、建設業については、2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会に向けた関連工
事に伴う建設需要が増加することにより、首都圏では熟練した労働者が不足し、作業に不
慣れな労働者による労働災害の発生が懸念されることから、建設業労働災害防止協会埼
玉県支部や公共工事の発注機関等とも連携して、事業者による労働災害防止対策が徹底
されるよう、現場巡視等の指導を行ってまいります。とりわけ、高所からの墜落防止措置を
強化するため、平成27年に改正された労働安全衛生規則の内容について、別添9のパンフ
レット等を活用して周知徹底を図るとともに、作業の際にはハーネス型安全帯を使用するよ
う、実際に着用して現場巡視を行う等によりその普及に努めてまいります。
また、小売業、社会福祉施設及び飲食店については、県等の福祉事業に関する担当部署
や業種関係団体等とも連携を図りながら、小売業については転倒、腰痛、墜落・転落等、飲
食店については切れ・こすれ、転倒、高温・低温物との接触等、社会福祉施設については腰
痛や転倒等の労働災害防止対策のため、個別指導や研修会等を実施することとしています。

参考

埼玉第12次労働災害防止計画の概要

１ 計画の期間
平成25年から平成29年までの５年間とする。

２ 目標
（１）計画の目標
① 死亡者数：平成29年に平成24年と比較して20％以上減少させる。
② 死傷者数：平成29年に平成24年と比較して15％以上減少させる。

（２）重点業種ごとの目標
目標の実現性を高めるため、重点業種ごとの目標を以下のとおりとする。
① 小売業と飲食店の死傷者数：平成29年に平成24年と比較してそれぞれ20％以上減少させる。
② 社会福祉施設の死傷者数：平成29年に平成24年と比較して10％以上減少させる。
③ 陸上貨物運送事業の死傷者数：平成29年に平成24年と比較して15％以上減少させる。
④ 製造業の死亡者数：平成29年に平成24年と比較して50％以上減少させる。
⑤ 建設業の死亡者数：平成29年に平成24年と比較して35％以上減少させる。

参考資料「埼玉労働局管内における第１２次労働災害防止計画に関する状況」：別添10
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別添2 埼玉県内における平成29年6月末現在の業種別死傷災害発生状況

埼玉労働局（労働者死傷病報告による）
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別添3 埼玉県内における6月末現在の重点業種別死傷災害発生状況

平成24年 平成28年 平成29年

埼玉労働局（労働者死傷病報告による）
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別添5 埼玉県内における6月末現在の事故の型別死傷災害発生状況（全産業）

平成28年 平成29年

埼玉労働局（労働者死傷病報告による）
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別添4 埼玉県内における平成29年6月末現在の事故の型別死傷災害発生状況（全産業）

埼玉労働局（労働者死傷病報告による）
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業 種 交通事故 交通事故 交通事故 増減

製 造 業 -3
鉱 業

建 設 業 1 -1
交 通 運 輸 事 業

陸 上 貨 物 運 送 事 業 1 -2
農 林 業 -1
そ の 他 1 3 -1
全 産 業 3 3 -8

署別（同期比較）

監 督 署 交通事故 交通事故 交通事故 増減

さ い た ま -1
川 口 1 2
熊 谷 1 1 -4
川 越 1 1
春 日 部 2 -4
所 沢 -1
行 田 -1
秩 父

全 署 合 計 3 3 -8

製 造 業 2 1 3 6 -3
鉱 業

建 設 業  1 1 2 3 -1
交 通 運 輸 事 業

陸 上 貨 物 運 送 事 業 1 1 3 -2
農 林 業 1 -1
そ の 他 1 2 2 5 6 -1
合 計 1 4 1 2 3 11 19 -8
前 年 合 計 5 2 2 3 3 1 3 19
前 年 比 -4 2 -1 -1 -3 -1 -8

42.1

　　　 　交通事故による死亡者数は内数である。

　 　　　陸上貨物運送事業には、貨物取扱業を含む。

　　 　　本集計は発生日によるものである。

平成27年 平成28年 平成29年 除く交通事故

平 成 29 年 死 亡 災 害 発 生 状 況
埼玉労働局

業種別（同期比較）
業  種  別  累  計 増   減

別添6
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番号 発生月 発生時間帯 業　種 事業場規模 災  害  発  生  の  あ  ら  ま  し 事故の型 起因物

1 １月 １1時 廃棄物処理業 50～99人
被災者が機械式ごみ収集車へごみを投入する作業を行っていたところ、投入
口の回転板に挟まれたもの。

はさまれ、
巻き込まれ

トラック

2
・
3

１月 １７時 その他の事業 １０～２９人

被災者２名は、貯水池の湖面に設置されている水質自動監視装置の保守点
検作業を行っていた。その後、事業所から２名と連絡が取れないとの連絡を
受けた施設の職員が貯水池を確認したところ、岸近くにエンジン付きボートと
浮いている２名を発見した。

おぼれ 水

4 １月 １４時
陸上貨物運送

業
１０～２９人

倉庫内において、フォークリフトを運転し作業を行っていた被災者が鋼製ラッ
クとパレット８枚（約１７０Ｋｇ）に胸部を挟まれているところを出入り業者が発見
したもの。

激突され その他の用具

5 ２月 １１時
建設業
（建築）

１０～２９人

移動式クレーンを使って鉄骨梁（長さ約７．３メートル）を架台（高さ約１．９メー
トル）へ仮置きする作業において、被災者が鉄骨梁から玉掛用具を取り外し
たところ、鉄骨が落下し被災者に激突したもの。

飛来・落下 金属材料

6 ２月 １５時

製造業
（自動車付属品
製造業）

１００～２９９人

金属粉をプレス成形する機械（成形機）の運転管理を行っていた被災者が、
成形機の脇で頭部から血を流して倒れている状態で発見されたもの。成形機
の金型交換作業中、下降したスライドに頭部が挟まれたと推測される。

はさまれ、
巻き込まれ

その他の金属
加工用機械

平成２９年６月３０日現在

平 成 29年 　死 亡 災 害 発 生 事 例

1/2
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番号 発生月 発生時間帯 業　種 事業場規模 災  害  発  生  の  あ  ら  ま  し 事故の型 起因物

平成２９年６月３０日現在

平 成 29年 　死 亡 災 害 発 生 事 例

7 ３月 １５時
製造業
（鋳物業） ５０～９９人

鋳物砂を搬送する大型のベルトコンベアー付近において、被災者がベルトコ
ンベアー外に落下して堆積した鋳物砂をホースで吸引し、回収する作業を
行っていたところ、安全カバーが外され露出していたベルトコンベアーの回転
軸にホースとともに巻き込まれたもの。

はさまれ、
巻き込まれ

動力伝達機構

8 ３月 １０時 警備業 １００～２９９人
建設現場内の坂道に停車していた無人のダンプトラックが自然に動き出し、
交通誘導警備を行っていた被災者へ激突したもの。

はさまれ、
巻き込まれ

トラック

9 ４月 ８時
商業

（その他の卸売
業）

１０～２９人
配送先の敷地内で荷下ろし作業を行っていたところ、２トントラックの荷台から
墜落したもの。

墜落、転落 トラック

10 ５月 １１時
製造業

（輸送用機械等
製造業）

３０～４９人

汎用旋盤を用いて金属部品の切削加工を行っていた際に、回転していた
チャックに取り付けられた加工物を保持するための金属製の爪に頭部が接触
し、死亡したもの。

激突 旋盤

11 ５月 １６時
建設業
（土木）

５０～９９人

資材置き場において、被災者がごみ集積場所から手押し台車を押して倉庫
に戻る途中、別会社の社員が被災者の近くにあったトラックの運転席に乗り込
み後進したところ、歩いていた被災者に気づかず巻き込んだもの。

激突され トラック

2/2
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チェック項目

１ 通路、階段、出口に物を放置していませんか

２
床の水たまりや氷、油、粉類などは放置せず、
その都度取り除いていますか

３
安全に移動できるように十分な明るさ（照度）が
確保されていますか

４ 転倒を予防するための教育を行っていますか

５
作業靴は、作業現場に合った耐滑性があり、かつ
ちょうど良いサイズのものを選んでいますか

６
ヒヤリハット情報を活用して、転倒しやすい
場所の危険マップを作成し、周知していますか

７
段差のある箇所や滑りやすい場所などに
注意を促す標識をつけていますか

８
ポケットに手を入れたまま歩くことを
禁止していますか

９
ストレッチ体操や転倒予防のための運動を
取り入れていますか

転倒災害防止のためのチェックシート

チェックの結果は、いかがでしたか？
問題のあったポイントが改善されれば、きっと作業効率も上がって働きやすい職
場になります。どのように改善するか「安全委員会」などで、全員でアイディア
を出し合いましょう！ 次頁の「見える化」も効果的です!!

☑

転倒の危険をチェックしてみましょう

あなたの職場は大丈夫？



切り取り線

切
り

取
り

線

転倒危険場所を見える化しましょう！

まずは、職場内で情報共有

コメント

転倒の危険を感じた場所の情報を収集し、労働者への共有を図ることが大切です。
危険場所に下のステッカーの掲示を行うなど、転倒の危険を見える化しましょう！

※下のステッカーは、「STOP！転倒災害プロジェクト」のホームページからもダウンロードできます。



厚生労働省と労働災害防止団体では、転倒災害を撲滅するため「STOP！転倒災害
プロジェクト」を推進しています。

事業者の皆さまは、職場の転倒災害防止対策を進めていただくとともに、プロジェ
クトの重点取組期間（２月、６月）には、チェックリストを活用した総点検を行い、
安全委員会などでの調査審議などを経て、職場環境の改善を図ってください。

「平成27年転倒災害による休業期
間の割合」 労働者死傷病報告
（厚生労働省）より作成

休業
１か月以上

（約６割）

休業
１か月未満
（約４割）

転倒災害は最も多い労働災害！
休業４日以上の労働災害、約12万件のうち、転倒災害は
約2.6万件と最も多く発生しています。

転倒災害の特徴

特に高年齢者で多く発生！
高年齢者ほど転倒災害のリスクが増加し、55歳以上では
55歳未満の約３倍リスクが増加します。

休業１か月以上が約6割！
転倒災害による休業期間は約６割が１か月以上となっています。

４Ｓ(整理･整頓･清掃･清潔) 転倒しにくい作業方法 その他の対策

・歩行場所に物を放置しない
・床面の汚れ（水､油､粉など）
を取り除く

・床面の凹凸、段差などの解消

・時間に余裕を持って行動
・滑りやすい場所では小さな
歩幅で歩行

・足元が見えにくい状態で作
業しない

・作業に適した靴の着用
・職場の危険マップの作成に
よる危険情報の共有

・転倒危険場所にステッカー
などで注意喚起

▶転倒災害を防止することで、安心して作業が行えるようになり、作業効率も上がります。

（2017.2）

詳しくは、厚生労働省ホームページをご覧ください！

「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト」
STOP！ 転倒 検 索

STOP! 転倒災害プロジェクト

２月･６月は重点取組期間です!!

転倒災害の主な原因

転倒災害防止対策のポイント

＜主な原因＞ ＜主な原因＞ ＜主な原因＞

滑り つまずき 踏み外し

特徴１

特徴２

特徴３

・床が滑りやすい素材である。
・床に水や油が飛散している。
・ビニールや紙など、滑りやす
い異物が床に落ちている。

・床の凹凸や段差がある。
・床に荷物や商品などが放置
されている。

・大きな荷物を抱えるなど、
足元が見えない状態で作業
している。

▶転倒災害は、大きく３種類に分けられます。皆さまの職場にも似たような危険はありませんか？

STOP！ 転倒 検 索
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埼玉労働局管内における第１２次労働災害防止計画に関する状況
（確定値の比較）
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死亡災害
• 平成24年よりも28.9％減少
• 製造業は同40.0％減少
• 建設業は同53.8％減少
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休業４日以上の死傷災害
• 平成24年よりも1.0％増加
• 陸上貨物運送事業は同4.6％増加、小売業は同16.4％増加
• 社会福祉施設は同76.8％増加、飲食店は同26.6％増加
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